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２０１９年度文化芸術創造都市推進事業

募　　集　　案　　内










平成３１年２月
文化庁地域文化創生本部


１．趣旨
[bookmark: _Hlk536031771]平成２５年１月，文化芸術の持つ創造性を活かして産業振興や地域の活性化に取り組んでいる地方自治体や，これから取り組もうとしている地方自治体を支援するため，情報収集・提供，施策分析及び会議・研修の実施等を行う国内ネットワーク（＝「創造都市ネットワーク日本（Creative City Network of Japan）（以下，CCNJ）」）が設立された。平成２９年６月には，文化芸術基本法が公布・施行され，観光，まちづくり，国際交流，福祉，教育，産業等の幅広い分野との有機的連携による文化芸術政策の推進が求められている。
[bookmark: _Hlk536031736]本事業は，文化芸術の持つ創造性を活かして地域振興，観光･産業振興等に取り組む自治体等の取組を促進するため，取組成果の蓄積・発信や，会議・研修の実施，海外の創造都市との交流等を通じて，国内ネットワークを強化し，国全体が文化芸術の持つ創造性により活性化するための基盤を形成することを目的としている。

２．対象となる事業（委託業務の内容）
下記（１）～（３）のすべてを実施するもの。
（１）文化芸術創造都市のネットワークの円滑化
[bookmark: _Hlk536120981][bookmark: _Hlk270422]　　　平成31年1月末現在，110の自治体・団体が加盟するCCNJ及び文化庁が実施する総会（創造都市ネットワーク会議），セミナー，ワークショップ等の開催にあたり，代表幹事団体や事業開催自治体への支援を人口規模や体制などの実情に応じてきめ細かく行い，創造都市ネットワークの強化，拡大及び充実を図る。なお，CCNJに未加盟の自治体の加盟につながる取組や工夫を重点的に行う。

＜2019年度の予定＞
・ネットワーク会議（総会）：（時期）2020年１～３月   （開催地）浜松市（静岡県）
・創造都市政策セミナー：（時期）2019年10～11月頃（開催地）豊島区（東京都）
　　　　※「東アジア文化都市2019豊島」と連携した開催を検討
・創造農村ワークショップ：（時期）2019年９月　　　 （開催地）豊岡市（兵庫県）
・現代芸術の国際展部会：（時期）2019年秋頃　     （開催地）宇部市（山口県）
[bookmark: _Hlk270455]※上記の他，幹事団体会議（年３回程度），各ブロック分科会（希望するブロック）
　
（２）国内各地域における文化芸術創造都市の活動促進
①文化芸術創造都市に関する国内外の情報収集・分析・提供，創造都市事業の効果検
　証
　文化芸術創造都市に関する国内外の情報収集・分析・提供を行うとともに，本事業の効果検証を行う。なお，効果検証にあたっては，CCNJ加盟自治体に対してアンケート調査等を実施し，取組状況を把握・整理する。また，必要に応じてCCNJに未加盟の自治体に対する調査等を行う。

②CCNJウェブサイトの充実，管理・運営
[bookmark: _Hlk536035237][bookmark: _Hlk536034945][bookmark: _Hlk536035203][bookmark: _Hlk536121298][bookmark: _Hlk536035447]　本事業におけるセミナーや分科会情報，成果報告書，自治体アンケート調査結果をはじめ，CCNJ加盟自治体が実施する創造都市に関する取組情報，その他文化芸術創造都市の発展に資する情報の充実，及びウェブサイトの保守管理・運営を行う。また，広く国民に対してCCNJの認知度を高める広報周知を図る。

参考（CCNJウェブサイト）　http://ccn-j.net/

③その他，各地域間の交流促進や連携強化，及び文化芸術創造都市の活動促進
　CCNJ未加盟の自治体の加盟につながるよう，CCNJを広く紹介する小冊子を作成するなど参画促進の取組なども行う。
（３）文化芸術創造都市への活動支援
[bookmark: _Hlk536300982]　　　加盟自治体が各地域の文化芸術資源を有効に活用し，文化プログラムをはじめとした文化芸術政策を広く展開できるよう，CCNJ幹事団体等との連携を図りつつ，テーマに応じた有識者選定や，企画のコーディネートを支援し，人口規模や事業内容別の会議・研修等を行う。また，CCNJに未加盟の自治体の加盟につながる取組や工夫をあわせて行う。
　　
＜事業例示＞
・加盟自治体の人口規模に応じた会議やセミナーの開催
[bookmark: _Hlk536050910]・加盟自治体の取り組んでいる施策の特色・課題（例：創造産業の育成，現代芸術祭やアーティスト・イン・レジデンス，文化プログラム，地域アーツカウンシル，文化施設の指定管理者制度，地方文化芸術推進基本計画の策定　等）に応じた会議やセミナーの開催
[bookmark: _Hlk536051254]・各地域の特色を活かした取組推進のため，地域区分ごと（例えば，関東ブロック，関西ブ
ロック等）の担当者会議や研修等の開催

（４）業務成果報告書の作成
上記（１）（２）及び（３）の実施内容・結果を総括する報告書（業務成果報告書）を作成する。 
※　事業の実施にあたっては以下①～⑦に留意すること。
①　営利的，宗教的又は政治的な宣伝意図を有しないこと。
②　事業を実施する際には，事業に際して作成するポスター，チラシ，プログラム等に「文化庁文化芸術創造都市推進事業」である旨の記載，文化庁及びCCNJのシンボルマーク，並びにbeyond2020のロゴマークを掲載すること。
③　文化庁の他の事業又は日本芸術文化振興会芸術文化振興基金の事業により資金的支援を受けるものは対象とならないこと。
④　第三者に委託業務の全部を再委託することはできないこと。
⑤　この応募案内の他，「文化芸術創造都市推進事業委託実施要項」，「文化庁委託業務実施要領」の内容を十分確認し，遺漏のないように申請書を作成すること。
⑥　契約締結後に事業の一部を変更する際は，必ず事前に文化庁に報告し，承認を受けること。事前に承認を受けずに事業を変更した場合，変更した事業に係る経費は，本委託業務に要した経費として認められない（事後報告は認められない。）こと。
⑦　文化庁は，必要に応じ，本委託業務の実施状況及び経理状況について，実態調査を行うことができること。

３．委託業務の実施者（委託先）として必要な資格
（１）予算決算及び会計令第70条の規定に該当しない者であること。
なお，未成年者，被保佐人又は被補助人であって，契約の締結のために必要な同意を
得ている者は，同条中，特別の理由がある場合に該当する。
（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。
（３）その他，以下の①又は②のいずれかに該当する団体。 
①法人格を有する団体 
②法人格を有しないが，以下の要件をすべて満たしている団体 
○定款，寄付行為又はこれらに類する規約等を有すること 
○団体の意思を決定し，執行する組織が確立されていること 
○自ら経理し，監査するなどの会計組織を有すること 
○団体活動の本拠としての事務所を有すること 

４．委託業務の実施期間
事業の実施は，以下の期間内で計画すること。
２０１９年４月１日（月）から２０２０年３月３１日（火）
※　実際の事業着手日は，契約書に定める日となる。着手日以前に行った支出や契約行為については委託経費の対象とならないので，注意すること。

５．委託対象経費
文化庁は，予算の範囲内で事業に要する経費のうち下記のものについて，委託費として支出する。
・賃金，諸謝金（CCNJ顧問分含む），旅費（CCNJ顧問分含む），借損料，消耗品費，会議費，通信運搬費，雑役務費，保険料，消費税相当額，一般管理費，再委託費
※　事務用品等の消耗品費，光熱水費，電話料は計上不可。（但し，事業費の10％以内の範囲で一般管理費の計上可。）

６．委託経費の支出
（１）文化庁は，業務を委託した実施団体に対し，予算（1,088万円）の範囲内で事業実施に要する経費を支出する。
（２）諸謝金等の単価については，原則として別表１に示す単価を上限として申請すること。
（３）概ね２箇月に1回程度は文化庁と事業に係る進捗等の打ち合わせを行うので，経費を見込んでおくこと。場所は，「12．説明会の開催日時及び開催場所」の説明会の開催場所と同様とする（ＴＶ会議可）。
（４）本業務は原則精算払いであるが，概算払いを希望する場合には，業務計画書（別紙様式１の２）に概算払いの必要性を具体的に記載し，申請すること。財務省との協議によりその必要性が認められた場合は，概算払いが可能となる。業務終了前の支払を希望する場合は，必ず概算払いの申請を行うこと。

７．提出書類
①　企画提案書（業務計画書）　別紙様式１の１～１の４ 　
②　誓約書（「11．誓約書の提出等」を参照のこと）（１部）
③　審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等
又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は,その写し（１部）
　④　提出後の書類の差し替え，変更，追加等は一切認めない。

８．申請等の方法
[bookmark: _GoBack]業務計画書については，以下の住所へ郵送にて送付するとともに，その電子データファイルをメールに添付し，以下のアドレスに送付すること。
業務計画書・電子データともに申請団体が直接文化庁へ送付すること（必ず紙媒体（本紙を1部，写しを９部）及び電子データ両方を提出すること。）。

[bookmark: _Hlk530675089]○　業務計画書送付先：〒605-8505 
京都府京都市東山区東大路通松原上る三丁目毘沙門町
４３－３
文化庁地域文化創生本部　総括・政策研究グループ 宛
○　メール送付先 ： policy-co-re@mext.go.jp 
○　メールの件名：事務処理の都合上，必ず次の事項がわかるように件名をつけて，送信すること。その際数字は全て半角英数で御記入すること。
件名＝2019創造都市申請 団体名 連絡担当者名 電話番号 
（例）2019創造都市申請 文化総研 文化太郎 0352534111

９．提出期限
２０１９年３月７日（木）　１０：００必着

10. 作成費用
　　企画提案書（業務計画書）の作成費用については，選定結果に拘わらず企画提案者の負担とする。また，提出された企画提案書等については返却しない。

11．誓約書の提出等
（１）本企画競争に参加を希望する者は，業務計画書の提出時に，暴力団等に該当しない旨の別添の誓約書を提出しなければならない。
（２）前項の誓約書を提出せず，又は虚偽の誓約をし，若しくは誓約書に反することとなったときは，当該者の業務計画書を無効とするものとする。
（３）前２項は，地方自治体，独立行政法人には適用しない。

12. 説明会の開催日時及び開催場所
　　開催日時：２０１９年２月２０日（水）１０時３０分から
　　開催場所：文化庁	地域文化創生本部３階 会議室（京都）
旧文部省庁舎５階 文化庁５０２入札室（東京）　※TV会議にて同時開催
[bookmark: _Hlk536040741]　　事前申込：２月１９日（火）１６：００までに，「８．申請等の方法」に示すメールアドレス宛に必要事項（参加者の氏名・所属・電話番号，京都又は東京のどちらか参加を希望する会場）を記載の上申し込むこと。また，電話連絡も行うこと。なお，期日までに申込がない場合は，説明会は行わない。当日は，募集案内等をプリントアウトし持参すること。
13．委託業務の決定
（１）申請を受けた事業の中から，文化庁において別添審査基準に基づき外部有識者で構成される審査委員会で選考の上，委託を決定する。
（２）委託業務として実施するためには，文化庁での委託決定以後（契約締結日）となること，「９．提出期限」の後，選考・決定のために数週間程度を要する見込みであることに注意すること。
（３）選考終了後，１４日以内にすべての提案者に選定結果を通知する。

14．契約締結
　　選考の結果，契約予定者と企画提案書を基に契約条件を調整するものとする。なお，契　
　約金額については企画提案書（業務計画書）の内容を勘案して決定するものとするので，企画提案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。また，契約条件等が合致しない場合には契約締結を行わない場合がある。
※　国の契約は，契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定することとなるため，契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業に着手できないことに十分留意してください。なお，再委託先がある場合は，この旨を再委託先にも十分周知してください。

15．スケジュール
　①公募開始：２０１９年２月１４日（木）
　②公募締切：２０１９年３月７日（木）※１０：００必着
  ③審　　査：２０１９年３月上旬
    選定及び事業計画書の提出：２０１９年３月中旬頃
  ④契約締結：２０１９年４月上旬頃
  ⑤契約期間：契約締結日から２０２０年３月３１日まで
※　契約書締結後でなければ事業に着手できないので，企画提案書作成にあたっては，事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意してください。なお，再委託先がある場合は，この旨を再委託先にも十分周知してください。

16．業務完了報告書提出期限
事業が終了した日から１カ月を経過した日，又は２０２０年３月３１日のいずれか早い日まで必要書類と共に提出すること。
※　本業務において作成した資料や会議に使用した資料，参加者名簿等を提出すること。
17．その他
　　事業実施にあたっては，契約書及び企画提案書（業務計画書）等を遵守すること。
　〔契約締結に当たり必要となる書類〕
選定の結果契約予定者となった場合，契約締結のため，遅滞なく以下の書類を提出いた
だく必要がありますので，事前の準備のほどよろしくお願いいたします。なお，再委託先がある場合は，再委託先にも周知願います。
・業務計画書（委託業務経費内訳を含む）
・再委託に係る業務委託経費内訳
・委託業務経費（再委託に係るものを含む）の積算根拠資料（謝金単価表，旅費支給規程，見積書など）
・銀行振込依頼書    　等

18．問合せ先
文化庁地域文化創生本部　総括・政策研究グループ
〒６０５－８５０５　　京都府京都市東山区東大路通松原上る三丁目毘沙門町
４３－３
電　話　０７５－３３０－６７２０（代表）
ＦＡＸ　０７５－５６１－３５１２　
E-mail：policy-co-re@mext.go.jp
· 　本企画競争に係る事業者からの問合わせ，相談等への回答は，文化庁ホーム
ページ等を通じてお知らせします。

別添
誓　　約　　書（例）

  □　私
　□　当社      
は，下記１及び２のいずれにも該当しません。また，将来においても該当することはありません。
　この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることとなっても，異議は一切申し立てません。
　また，当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。
                                    
記
１　契約の相手方として不適当な者
 (1)　法人等（個人，法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者，法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者，団体である場合は代表者，理事等，その他経営に実質的に関与している者をいう。）が，暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
 (2)  役員等が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的，又は第三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
 (3)　役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与しているとき
 (4)　役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
 (5)　役員等が，暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
 (1)　暴力的な要求行為を行う者
 (2)　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
 (3)　取引に関して脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為を行う者
 (4)　偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為を行う者
 (5)　その他前各号に準ずる行為を行う者
　
           年　　月　　日
              住所（又は所在地）
              社名及び代表者名
                          署名（自署）

  ※　個人の場合は生年月日を記載すること。
　※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。




	別表１　単価基準表
	

	
	
	

	 費　目
	種　別
	留意事項

	人件費
	賃金
	□原則，単価（1,040円／時間）以内とする。
□本事業の作業以外は計上不可。
例）午前→本事業の作業
    午後→本事業以外の作業
　　上記の場合は，午前のみの作業時間数を計上。
□作業内容・作業日数・作業時間（始業及び終業時刻）を明記しておくこと。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	事業費
	諸謝金
	□評価委員会について
・原則2時間／回とし，単価（5,100円／時間）を基準とする。
□その他諸謝金について
・一般聴衆を対象とした講演（100名規模以上を対象とするもの）
については，一般講演謝金単価（35,000円／回）を上限とする。
・数十人程度を対象とするものについては，講義謝金単価（8,100円／時間）を上限とする。
・実習等の指導・助言については，指導・助言・実技・実習等謝金単価（5,100円／時間）を上限とする。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	会議費
	□昼食代は原則計上不可とする。
□飲物代は，150円程度／人までは計上可（精算時は150円／人を上限に実費支給）。
□開催日時（開始・終了時刻を明確に），出席者・発言内容等を記した議事概要等を会議毎に作成し，精算時に支出の根拠資料として提出すること。

	
	
	

	
	
	

	
	
	



